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（出所）ジェトロ「米国関税政策によるチェコ進出日系企業への影響に関する緊急調査結果」
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図1 回答企業の業種
（n=40）

3%

10%

13%

15%

15%

33%

43%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

その他

米国に輸出（第三国または取引先経由）

米国から調達（第三国または取引先経由）

米国から調達（直接）

米国に輸出（直接）

米国とのビジネスは直接および間接取引がなく、関連会社もなし

米国に関連会社あり

図2 米国とのビジネスの状況
（複数回答）
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図3 相互関税政策による影響
（n＝40）



ジェトロ「ビジネス短信」添付資料

（出所）ジェトロ「米国関税政策によるチェコ進出日系企業への影響に関する緊急調査結果」

10%

23%

28%

28%

35%

43%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

事業縮小や再構築の検討

顧客・取引先からの圧力

その他

サプライチェーンの混乱

製品・サービス価格への転嫁の必要性

調達・輸入コストの上昇

図4 相互関税政策による具体的な影響
（複数回答）
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図5 相互関税政策への対応策
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図6 日本政府や関連機関に求める支援
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